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財務省共済組合定款の一部変更について

財務省共済組合定款（平成12年12月20日制定）の一部を次のように変更する。
令和８年７月 31 日 財務省共済組合代表者

財務大臣 片山さつき
第18条中「25000円」を「27000円」に、「50000円」を「54000円」に改める。
第18条中「50000円」を「54000円」に、「100000円」を「108000円」に改める。
附 則

第３条第１項中「25000円」を「27000円」に、「50000円」を「54000円」に改める。
第３条第１項中「50000円」を「54000円」に、「100000円」を「108000円」に改める。
附 則

１ この変更は、令和８年８月１日から施行する。
２ 変更後の第18条及び附則第３条の規定は、令和８年８月１日以後に給付事由が生じた給付につい
て適用し、同日前に給付事由が生じた給付については、なお従前の例による。

国土交通省共済組合定款の一部変更について

国土交通省共済組合定款（平成12年12月27日制定）の一部を次のように変更する。
令和８年７月 30 日 国土交通省共済組合代表者

国土交通大臣 金子 恭之
第18条第１号中「25000円」を「27000円」に、「50000円」を「54000円」に改め、同条第２号中

「50000円」を「54000円」に、「100000円」を「108000円」に改める。
第22条第２項中「制令」を「政令」に改める。
附則第７条第１項第１号中「25000円」を「27000円」に、「50000円）を超える場合にその超える

金額）」を「54000円）」に改め、同条同項第２号中「50000円」を「54000円」に、「100000円）を超え
る場合にその超える金額）」を「108000円）」に改める。

附 則
１ この変更は、令和８年８月１日から施行する。
２ 変更後の第18条第１号及び同条第２号並びに附則第７条第１項の規定は、令和８年８月１日以後
に給付事由が生じた給付について適用し、同日前に給付事由が生じた給付については、なお従前の
例による。

会 社 そ の 他 の 公 告

合 併 公 告

左 記 会 社 は 合 併 し て 甲 は 乙 の 権 利 義 務 全 部 を 承

継 し て 存 続 し 乙 は 解 散 す る こ と に い た し ま し た 。

効 力 発 生 日 は 令 和 八 年 九 月 三 十 日 で あ り 、 甲 は

会 社 法 第 七 九 六 条 第 二 項 、 乙 は 同 第 七 八 四 条 第 一

項 に 基 づ き 株 主 総 会 の 承 認 決 議 は 経 ず に 合 併 を 決

定 し て お り ま す 。 ま た 、 甲 は 乙 の 全 株 式 を 所 有 し

て い ま す の で 、 こ の 合 併 に よ る 甲 の 新 株 式 の 発 行

及 び 資 本 金 の 額 の 増 加 は い た し ま せ ん 。

こ の 合 併 に 対 し 異 議 の あ る 債 権 者 は 、 本 公 告 掲

載 の 翌 日 か ら 一 箇 月 以 内 に お 申 し 出 下 さ い 。

な お 、 最 終 貸 借 対 照 表 の 開 示 状 況 は 次 の と お り

で す 。

（ 甲 ） 確 定 し た 最 終 事 業 年 度 は あ り ま せ ん 。

（ 乙 ）https://i-jsolutions.com/jp

令 和 八 年 八 月 十 八 日

東 京 都 港 区 南 青 山 一 丁 目 一 一

（ 甲 ） 株 式 会 社 Ｂ ｌ ｕ ｅ Ｖ ｅ ｃ ｔ ｏ ｒ

代 表 取 締 役 上 村 康 太

東 京 都 渋 谷 区 道 玄 坂 一 丁 目 一 〇 番 八 号 渋 谷

道 玄 坂 東 急 ビ ル 二 Ｆ Ｃ

（ 乙 ） 株 式 会 社 ｉ Ｊ Ｓ ｏ ｌ ｕ ｔ ｉ ｏ

ｎ ｓ 代 表 取 締 役 上 村 康 太

合 併 公 告

左 記 会 社 は 合 併 し て 甲 は 乙 の 権 利 義 務 全 部 を 承

継 し て 存 続 し 乙 は 解 散 す る こ と に い た し ま し た 。

こ の 合 併 に 対 し 異 議 の あ る 債 権 者 は 、 本 公 告 掲

載 の 翌 日 か ら 一 箇 月 以 内 に お 申 し 出 下 さ い 。

な お 、 最 終 貸 借 対 照 表 の 開 示 状 況 は 次 の と お り

で す 。

（ 甲 ・ 乙 ）
掲 載 官 報

掲 載 の 日 付 令 和 八 年 七 月 二 十 二 日

掲 載 頁 六 十 八 頁 （ 号 外 第 一 六 二 号 ）

令 和 八 年 八 月 十 八 日

東 京 都 港 区 港 南 二 丁 目 一 六 番 四 号

（ 甲 ） 株 式 会 社 Ｑ ｕ ａ ｌ ｉ ａ ｇ ｒ ａ ｍ

代 表 取 締 役 井 雅 己

東 京 都 港 区 港 南 二 丁 目 一 六 番 四 号

（ 乙 ） ２ Ｌ ｉ ｎ ｋ ｓ 株 式 会 社

代 表 取 締 役 桑 野 隆 司

合 併 公 告

左 記 会 社 は 合 併 し て 甲 は 乙 の 権 利 義 務 全 部 を 承

継 し て 存 続 し 乙 は 解 散 す る こ と に い た し ま し た 。

こ の 合 併 に 対 し 異 議 の あ る 債 権 者 は 、 本 公 告 掲

載 の 翌 日 か ら 一 箇 月 以 内 に お 申 し 出 下 さ い 。

な お 、 最 終 貸 借 対 照 表 の 開 示 状 況 は 次 の と お り

で す 。

（ 甲 ） 金 融 商 品 取 引 法 に よ る 有 価 証 券 報 告 書 提 出

済 。

（ 乙 ） 掲 載 官 報

掲 載 の 日 付 令 和 八 年 六 月 二 十 九 日

掲 載 頁 一 八 一 頁 （ 号 外 第 一 四 三 号 ）

令 和 八 年 八 月 十 八 日

東 京 都 港 区 南 麻 布 一 丁 目 一 八 番 四 号

（ 甲 ） 株 式 会 社 佐 藤 渡 辺

代 表 取 締 役 鎌 田 修 治

東 京 都 町 田 市 真 光 寺 二 丁 目 一 番 地 一

（ 乙 ） Ｓ Ｗ テ ク ノ 株 式 会 社

代 表 取 締 役 大 山 裕 明

合 併 公 告

左 記 会 社 は 合 併 し て 甲 は 乙 の 権 利 義 務 全 部 を 承

継 し て 存 続 し 乙 は 解 散 す る こ と に い た し ま し た 。

こ の 合 併 に 対 し 異 議 の あ る 債 権 者 は 、 本 公 告 掲

載 の 翌 日 か ら 一 箇 月 以 内 に お 申 し 出 下 さ い 。

な お 、 最 終 貸 借 対 照 表 の 開 示 状 況 は 次 の と お り

で す 。

（ 甲 ） 掲 載 日 刊 工 業 新 聞

掲 載 の 日 付 令 和 八 年 七 月 八 日

掲 載 頁 九 頁

（ 乙 ） 掲 載 官 報

掲 載 の 日 付 令 和 八 年 七 月 十 六 日

掲 載 頁 六 十 三 頁 （ 号 外 第 一 五 九 号 ）

令 和 八 年 八 月 十 八 日

東 京 都 豊 島 区 西 池 袋 一 丁 目 四 番 一 〇 号

（ 甲 ） 株 式 会 社 サ ポ リ ス

代 表 取 締 役 黒 葛 原 愛

東 京 都 豊 島 区 池 袋 二 丁 目 九 番 四 号

（ 乙 ） 株 式 会 社 パ ワ ー ビ ッ ド

代 表 取 締 役 泉 田 史 記
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